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当社ホームページは、IR情報や技術情報、会社情報等充実し
た内容となっております。

どうぞご覧ください。

会社の概要（2017年９月30日現在）

事業拠点（2017年12月1日現在）

商　号 株式会社Ｔ&Ｋ ＴＯＫＡ
T&K TOKA CO., LTD.（英文名）

創　業 1947年（昭和22年）   3月25日

設　立 1949年（昭和24年）12月23日

本社所在地 埼玉県入間郡三芳町大字竹間沢283番地1

代表者 代表取締役社長　増田 至克

資本金 20億80百万円

事業内容 各種印刷用インキ及び印刷用・塗料用・接着剤用
合成樹脂の製造・販売、印刷関連諸資機材の販売、
輸出入貿易

従業員数 760名（52名）
注； パート及び嘱託社員は()内に平均人員を外数

で記載

役員一覧（2017年９月30日現在）

株式の状況（2017年９月30日現在）

発行可能株式総数 60,000,000株
発行済株式総数 25,055,440株
株　　主　　数 4,550名

株主メモ

事 業 年 度 ４月１日から３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年決算期日の翌日から３ヵ月以内

剰余金配当基準日 ３月31日及び中間配当を行うときは９月30日

単 元 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

公 告 方 法 当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし、事故その他やむを得ない事由により
電子公告をすることができないときは、日本
経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
http://www.tk-toka.co.jp/

〒354-8577  埼玉県入間郡三芳町大字竹間沢283番地１
Tel 049-258-1611 Fax 049-259-1771

東北東華色素株式会社
株式会社北陸印刷資材センター

千葉支店

名古屋支店

大阪支店
兵庫支店
広島支店

福岡支店 本社・埼玉事業所
ミヨシ産業株式会社

滋賀事業所
京滋支店

海外拠点（子会社） P.T. Cemani Toka（Indonesia）
Toka Ink International (Hong Kong) Ltd.（Hong Kong)
Korea Special Ink Industrial Co., Ltd.（Korea）
Toka (Thailand) Co., Ltd.（Thailand)

証券会社等に口座を
お持ちの場合

証券会社等に口座をお持ちでない
場合（特別口座の場合）

郵便物送付先

お取引の
証券会社等に

なります。

〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電 話
お問い合わせ先

フリーダイヤル　0120-288-324
（土・日・祝日を除く　9：00〜17：00）

各種手続お取扱店
住所変更、株主配当金
受取り方法の変更等

みずほ証券株式会社　本店及び全
国各支店　
プラネットブース（株式会社みずほ
銀行内の店舗）でもお取扱いたします。
みずほ信託銀行株式会社　
本店及び全国各支店（※）

（※）トラストラウンジではお取扱で 
 きませんのでご了承ください。

未払配当金の
お 支 払

みずほ信託銀行株式会社（※）及び株式会社みずほ銀行の本店及び全国各支店
（みずほ証券株式会社では取次のみとなります）

（※）トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。 

ご 注 意
支払明細発行については、右の

「特別口座の場合」の郵便物送付
先・電話お問い合わせ先・各種
手続お取扱店をご利用ください。

特別口座では、単元未満株式の買取・買
増以外の株式売買はできません。証券会社
等に口座を開設し、株式の振替手続を行
っていただく必要があります。

（� ）

第76期第2四半期連結累計期間
2017年4月1日 ▶ 2017年9月30日

第75期第2四半期連結累計期間
2016年4月1日 ▶ 2016年9月30日

■ 連結財務諸表

当第２四半期連結会計期間末における総資産については、前連結会計年度末に比べて４億71百万円増加し、604億
92百万円となりました。これは前連結会計年度末に比べて有形固定資産が７億63百万円、受取手形及び売掛金が５
億15百万円増加したものの、現金及び預金が11億59百万円減少したことが主な要因であります。

負債については、前連結会計年度末に比べて４億51百万円減少し、163億42百万円となりました。これは前連結会
計年度末に比べて流動負債（その他）が４億18百万円、長期借入金が１億64百万円減少したものの、固定負債（その
他）が２億36百万円増加したことが主な要因であります。

純資産については、前連結会計年度末に比べて９億23百万円増加し、441億50百万円となりました。これは、前
連結会計年度末に比べて利益剰余金が７億38百万円、その他有価証券評価差額金が１億68百万円増加したことが主
な要因であります。

▲

 連結損益計算書の概要（単位：百万円）
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 連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）
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 連結貸借対照表の概要（単位：百万円）

▲

 1株当たり配当金（単位：円）
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▲

当第２四半期　財政状態の説明

（注） 1.  当社は、2016年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行
っております。第74期中間配当金額は、当該株式分割前の実際の配
当金の額を記載しております。

 2.  第74期、第75期及び第76期の配当金額につきましては、2016年1月
の株式分割を実施しなかった場合の配当金額を併記しております。

 3.  第75期期末配当金13円50銭の内訳は、普通配当９円、記念配当４
円50銭となります。

代 表 取 締 役 社 長 増 田 至 克

常 務 取 締 役 吉 村 　 彰

常 務 取 締 役 北 條 　 実

取 締 役 栗 本 隆 一

取 締 役 中 間 和 彦

社外取締役（監査等委員） 木 田 卓 寿

社外取締役（監査等委員） 大 髙 健 司

社外取締役（監査等委員） 久 村 泰 弘

社外取締役（監査等委員） 野 口 郷 司

第 7 6 期  中 間 報 告 書
2017年4月1日 ▲  2017年9月30日

株 主 の 皆 様 へBusiness
Report

株主の皆様には、平素は当社
事業につきまして格別のご理解
とご支援を賜り厚くお礼申し上
げます。新たに株主となられた
皆様には、心よりお礼申し上げ
ますとともに、末永くご支援の
程お願い申し上げます。

さて、このほど第76期第２四
半期決算がまとまりましたので、
ここに2017年４月１日から2017
年９月30日までの事業の概況に
つきましてご報告申し上げます。

《連結業績のご報告》
当第２四半期連結累計期間の

当社グループを取り巻く経済環境は、わが国経済は政府や日
本銀行の各種政策の効果により企業収益、雇用情勢、所得
環境などの改善が続くなか、個人消費も緩やかに持ち直し、
景気も緩やかな回復基調が続きました。また、アジア地域に
つきましては、中国では各種政策の効果により景気は持ち直
しの動きがみられ、当面はこの動きが続くものと見込まれて
おります。その他アジア地域についての景気も持ち直しの動
きがみられました。

印刷インキの需要先であります印刷業界におきましては、
オンデマンド印刷、デジタル化の台頭、少子化の影響によ
り、出版など商業印刷は縮小傾向にあり、流通する印刷物は
伸び悩み、引き続き厳しい状況が続きました。また、中国に
おける印刷需要も減速傾向で推移しております。

特殊ＵＶインキの関係する液晶パネル関連市場は、パネル
メーカーは稼働を維持したものの、大型液晶パネル価格は、
需要の陰りを受け値下がりしております。

このような経営環境の中で、当社の経営理念であります 
Ｔ＆Ｋ（Technology and Kindness＝技術と真心）の精神
に則り、ユーザーニーズに耳を傾け、ユーザーの真に役立つ製

品の開発・供給に注力し、よりきめ細かいサービスに努めて
まいりました。

この結果、当第２四半期の連結累計期間の売上高は、平版
インキ及び特殊ＵＶインキの販売が減少したものの、一般ＵＶ
インキ及びその他インキの販売が増加したことにより、売上
高は235億20百万円（前年同期比0.8％増）となりました。
利益面におきましては販売費及び一般管理費の増加により営
業利益は11億78百万円（前年同期比2.1％減）となりました。
親会社株主に帰属する四半期純利益は、持分法による投資
利益２億25百万円、法人税等３億51百万円を計上したことに
より、10億55百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

今後につきましては、国内外で景気が緩やかに回復するこ
とが期待されますが、厳しい事業環境が続くことが予想され
ます。このような状況の下でも、Ｔ＆Ｋ（Technology and 
Kindness＝技術と真心）の精神を失わず、ユーザーニーズへ
の対応を強化し、当社が得意とするＵＶインキや環境対応型
インキ等付加価値インキの拡販に注力してまいります。

また、本年11月に滋賀事業所ＵＶインキ工場が竣工し、埼
玉・滋賀２拠点での生産体制を構築、強化することで企業価
値の増大を図ってまいります。

《配当金》
当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひ

とつと考え、長期的・安定的な配当を維持し、業績に応じた
利益還元をしていくことを基本方針としております。

上記基本方針及び業績の動向、配当に対する株主の皆様の
ご期待等を勘案し、中期的な連結配当性向30％以上を実施
していく予定であります。第76期の中間配当につきましては、
１株当たり17円とさせていただきました。期末配当につきまし
ても、１株当たり17円とし、年間配当としては34円とするこ
とを予定しております。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご
鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2017年12月

■ 決算ハイライト
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計年度末に比べて流動負債（その他）が４億18百万円、長期借入金が１億64百万円減少したものの、固定負債（その
他）が２億36百万円増加したことが主な要因であります。

純資産については、前連結会計年度末に比べて９億23百万円増加し、441億50百万円となりました。これは、前
連結会計年度末に比べて利益剰余金が７億38百万円、その他有価証券評価差額金が１億68百万円増加したことが主
な要因であります。

▲

 連結損益計算書の概要（単位：百万円）

4,751

1,178
1,492

1,055

23,520 売上原価
18,769

営業外収益 356
営業外費用   42

販売費及び
一般管理費
3,573

営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益

特別利益 22
特別損失 82
法人税等 351
非支配株主に帰属
する四半期純利益 25

4,613

1,203 1,372
959

23,332 売上原価
18,719

営業外収益 422
営業外費用 254販売費及び

一般管理費
3,409

営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益

特別利益 2
特別損失 174
法人税等 237
非支配株主に帰属
する四半期純利益 2

売上高 売上総利益売上高 売上総利益

▲

 連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

4,401
1,253

営業活動CF

△668

財務活動CF

△57

換算差額

3,014

投資活動CF

△1,913

3,546

期首残高

2,749

営業活動CF

△1,910

財務活動CF

△297

換算差額

2,868

投資活動CF

△1,219

期末残高期末残高期首残高 期末残高

第76期第2四半期連結累計期間
2017年4月1日 ▶ 2017年9月30日

第75期第2四半期連結累計期間
2016年4月1日 ▶ 2016年9月30日

▲

 連結貸借対照表の概要（単位：百万円）
▲

 1株当たり配当金（単位：円）

固定資産
31,868

固定資産
30,569

流動資産
29,452

純資産
43,227

流動負債
13,850 固定負債

2,943

資産合計
60,021

負債純資産合計
60,021

流動資産
28,623

純資産
44,150

流動負債
13,308 固定負債

3,033

資産合計
60,492

負債純資産合計
60,492

第76期第74期 第75期

中間
15.0

期末
10.0

25.0

中間
15.0

期末
20.0

35.0

中間
17.0

期末
（予想）
17.0

中間
34.0

期末
34.0

68.0
中間
8.5

22.0

中間
17.0

期末
27.0

44.0

期末
13.5

第76期第2四半期末
2017年9月30日現在

第75期末
2017年3月31日現在

※   CF＝キャッシュ・フロー

▲

当第２四半期　財政状態の説明

（注） 1.  当社は、2016年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行
っております。第74期中間配当金額は、当該株式分割前の実際の配
当金の額を記載しております。

 2.  第74期、第75期及び第76期の配当金額につきましては、2016年1月
の株式分割を実施しなかった場合の配当金額を併記しております。

 3.  第75期期末配当金13円50銭の内訳は、普通配当９円、記念配当４
円50銭となります。

代 表 取 締 役 社 長 増 田 至 克

常 務 取 締 役 吉 村 　 彰

常 務 取 締 役 北 條 　 実

取 締 役 栗 本 隆 一

取 締 役 中 間 和 彦

社外取締役（監査等委員） 木 田 卓 寿

社外取締役（監査等委員） 大 髙 健 司

社外取締役（監査等委員） 久 村 泰 弘

社外取締役（監査等委員） 野 口 郷 司

第 7 6 期  中 間 報 告 書
2017年4月1日 ▲  2017年9月30日

株 主 の 皆 様 へBusiness
Report

株主の皆様には、平素は当社
事業につきまして格別のご理解
とご支援を賜り厚くお礼申し上
げます。新たに株主となられた
皆様には、心よりお礼申し上げ
ますとともに、末永くご支援の
程お願い申し上げます。

さて、このほど第76期第２四
半期決算がまとまりましたので、
ここに2017年４月１日から2017
年９月30日までの事業の概況に
つきましてご報告申し上げます。

《連結業績のご報告》
当第２四半期連結累計期間の

当社グループを取り巻く経済環境は、わが国経済は政府や日
本銀行の各種政策の効果により企業収益、雇用情勢、所得
環境などの改善が続くなか、個人消費も緩やかに持ち直し、
景気も緩やかな回復基調が続きました。また、アジア地域に
つきましては、中国では各種政策の効果により景気は持ち直
しの動きがみられ、当面はこの動きが続くものと見込まれて
おります。その他アジア地域についての景気も持ち直しの動
きがみられました。

印刷インキの需要先であります印刷業界におきましては、
オンデマンド印刷、デジタル化の台頭、少子化の影響によ
り、出版など商業印刷は縮小傾向にあり、流通する印刷物は
伸び悩み、引き続き厳しい状況が続きました。また、中国に
おける印刷需要も減速傾向で推移しております。

特殊ＵＶインキの関係する液晶パネル関連市場は、パネル
メーカーは稼働を維持したものの、大型液晶パネル価格は、
需要の陰りを受け値下がりしております。

このような経営環境の中で、当社の経営理念であります 
Ｔ＆Ｋ（Technology and Kindness＝技術と真心）の精神
に則り、ユーザーニーズに耳を傾け、ユーザーの真に役立つ製

品の開発・供給に注力し、よりきめ細かいサービスに努めて
まいりました。

この結果、当第２四半期の連結累計期間の売上高は、平版
インキ及び特殊ＵＶインキの販売が減少したものの、一般ＵＶ
インキ及びその他インキの販売が増加したことにより、売上
高は235億20百万円（前年同期比0.8％増）となりました。
利益面におきましては販売費及び一般管理費の増加により営
業利益は11億78百万円（前年同期比2.1％減）となりました。
親会社株主に帰属する四半期純利益は、持分法による投資
利益２億25百万円、法人税等３億51百万円を計上したことに
より、10億55百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

今後につきましては、国内外で景気が緩やかに回復するこ
とが期待されますが、厳しい事業環境が続くことが予想され
ます。このような状況の下でも、Ｔ＆Ｋ（Technology and 
Kindness＝技術と真心）の精神を失わず、ユーザーニーズへ
の対応を強化し、当社が得意とするＵＶインキや環境対応型
インキ等付加価値インキの拡販に注力してまいります。

また、本年11月に滋賀事業所ＵＶインキ工場が竣工し、埼
玉・滋賀２拠点での生産体制を構築、強化することで企業価
値の増大を図ってまいります。

《配当金》
当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひ

とつと考え、長期的・安定的な配当を維持し、業績に応じた
利益還元をしていくことを基本方針としております。

上記基本方針及び業績の動向、配当に対する株主の皆様の
ご期待等を勘案し、中期的な連結配当性向30％以上を実施
していく予定であります。第76期の中間配当につきましては、
１株当たり17円とさせていただきました。期末配当につきまし
ても、１株当たり17円とし、年間配当としては34円とするこ
とを予定しております。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご
鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2017年12月

■ 決算ハイライト

11億78百万円
前年同期比 2.1％減

10億55百万円
前年同期比 10.0％増

235億20百万円
前年同期比 0.8％増

売上高 営業利益 親会社株主に帰属する四半期純利益
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高度経済成長

東京タワー完成

1958

1964

1969

1970

1947年　
3月　

東華色素化学研究所として創業

ワニス・樹脂部門を分離し、富士化成工業株式会社を設立

東華色素化学工業株式会社と改組

旧本社 営業事務所

旧本社 正門

旧本社 

旧本社 敷地内

分室
ワニス工場ができた頃（1974.3.31新築)

埼玉県入間郡に埼玉工場を建設

香港に香港支店を開設

ミヨシ産業株式会社を設立
大韓民国ソウル特別市に
合弁会社 
韓国特殊インキ工業株式会社
を設立

インドネシア共和国ジャカルタ特別市と合弁出資により
株式会社チマニートオカを設立

売上高の推移

昔の仕事風景
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1985年　
10月　

香港支店を現地法人化、 東華油墨国際（香港）有限公司を設立

中華人民共和国杭州市に合弁会社 杭華油墨化学有限公司を設立
（2014年12月　杭華油墨股份有限公司へ社名変更）

東北地域の販売強化のため、
東北東華色素株式会社を設立

ジャスダック証券
取引所に株式を上場

東華油墨（広州）有限公司が杭華油墨化学有限公司
（現杭華油墨股份有限公司）の子会社となる。

滋賀県草津市に滋賀事業所を建設

本店所在地を変更
商号を株式会社T&K TOKAに変更

東日本大震災が発生

東京スカイツリーが開業阪神・淡路大震災が発生
バブル景気崩壊バブル景気

タイ王国に合弁会社
トオカ（タイランド）株式会社を設立

創業70周年

T&K TOKAのあゆみ
T&K TOKAのあゆみ
T&K TOKAのあゆみ

埼玉事業所 本部棟が建つ前

志木駅 埼玉事業所スタート
みずほ台駅は1977年に完成

旧大阪支店

滋賀事業所

総合研究棟

19501950
～1954 1973 1965年　

11月　
1958年　
5月　

1949　
12　月

年

1969年　
8月　

1975年　
1月　

1979年　
4月　

1971年　
3月　

1947 2017

～1986 1991 19951991 1993～

2001

1988年　
12月　

1989年　
1月　

埼玉事業所内に本部棟ビルを建設

1990年　
11月　 社名を「株式会社 ティーアンドケイ東華」に変更

1991年　
1月　

バングラデシュ国ダッカ市に
合弁会社 トオカインキ（バングラデシュ）株式会社を設立

1992年　
5月　

中華人民共和国広州市に合作会社 
東華油墨（広州）有限公司を設立

1995年　
11月　

2011 2012

株式を店頭市場に登録

1997年　
8月　

サウジアラビア王国ジェッダ市に 
合弁会社 ユナイテッドインキ
プロダクションを設立

2000年　
9月　

2004年　
12月　

富士化成工業株式会社を吸収合併

2011年　
2月　

東京証券取引所市場第二部に株式を上場

2012年　
3月　

東京証券取引所市場第一部銘柄指定

2013年　
3月　

2014年　
5月　

2015年　
8月　

2015年　
9月　

埼玉事業所内に総合研究棟を建設

2014年　
10月　

2016年　
1月　

2017年　
3月　

愛知県小牧市に名古屋支店を
建設し、名古屋市北区より移転

2001年
5月

大阪府東大阪市に大阪支店を建設し、
大阪市城東区より移転

2008年
10月

京都営業所を移転し、京滋支店を新設
東京東支店を千葉支店、
神戸営業所を兵庫支店へ変更

2017年
12月

名古屋市中区に名古屋営業所
（現・名古屋支店）を開設

1954年
11月

大阪市東区に大阪営業所（現・大阪支店）を開設

1959年
5月

京都市下京区に京都営業所を開設

1961年
9月

神戸市灘区に神戸営業所を開設

1964年
6月

兵庫県明石市に神戸営業所を移転

2013年
5月

福岡県糟屋郡に福岡支店を移転

2013年
8月

滋賀事業所 UVインキ工場竣工

2017年
11月

広島県広島市中広町に
広島支店を開設

1974年
12月

福岡市東区に福岡支店を開設

1976年
3月

千葉県野田市に東京東支店を開設

1990年
７月

2017年3月25日 株式会社T&K TOKAは、おかげさまで
創業70周年を迎えました。
創業以来、インキを専業に「使いやすく、いいものを提
供 し て い こ う」と い う 精 神 で 歩 み を 進 め、現 在 は

「Technology & Kindness（技術とまごころ）」として
社名に刻まれています。
これからも株主の皆様からの信頼とご支援をいただける
よう、「Ｔ&Ｋ」の精神で企業価値の向上に努め、インキ
を通して広く深く社会に貢献する会社として成長してま
いります。

Topics
Topics 1

T&K TOKA トピックス

　当社は、公益社団法人　企業情報化協会主催の平成29年度（第35回）ＩＴ賞
において、「ＩＴ奨励賞」を受賞いたしました。
　ＩＴ賞は、“ＩＴを高度に活用したビジネス革新”に顕著な努力を払い成果を
挙げたと認めうる企業、団体、機関及び個人に対して、授与される賞です。

　当社では、ＩＴを活用し、国内外を問わず、どこでも、誰でも、すぐに、一
定の品質でインキを製造できるようなシステムの構築を行い、省人化、自動化
を進めています。これまでに特殊ＵＶ工場、滋賀事業所合成樹脂工場、滋賀事業所ＵＶ工場において、この考えを取
り入れたシステム構築に取り組んでまいりました。
　その結果、特殊ＵＶ工場では、品質に関わる大事故0件を継続し、生産量増加（同人員で月産80ｔ→月産130ｔ）、
作業ミス削減による品質向上などを実現しました。
　今後は、このシステムをさらに発展・改良し、既存のＵＶ工場や海外工場へ展開していく予定です。
　インキ製造における機械系、人間系の活動を全てシステムに取り組み、標準化し、様々な生産工場に発展させてい
る取り組みと、その将来性が高く評価され、今回の受賞にいたりました。

Topics 2 平成29年度ＩＴ賞（ＩＴ奨励賞）を受賞しました

　滋賀事業所の第二期工事として、昨年８月よ
り建設を進めてまいりましたＵＶインキ工場と
事務棟が2017年11月９日竣工いたしました。
　滋賀事業所は、まず2015年８月に第一期工事と
して合成樹脂工場が竣工し、埼玉事業所より移転
いたしました。第二期工事では、埼玉事業所１拠
点で生産していたＵＶインキの生産体制を分散化、
拡充するためＵＶインキ工場を建設いたしました。
　この度のＵＶインキ工場竣工により、埼玉・滋
賀の国内２拠点での生産体制を構築することで緊
急時の製品供給への対策と主力製品であるＵＶイ
ンキの生産能力を増強していきます。
　また、事務棟の建設に併せて、京都市右京区
にありました京都営業所を移転し、12月より京
滋支店として新たにスタートいたします。
　京滋支店、大阪支店、兵庫支店（12月より神
戸営業所から名称変更）の３支店で、関西圏の
販売強化を図ります。

滋賀事業所  ＵＶインキ工場、事務棟が竣工しました
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取引所に株式を上場

東華油墨（広州）有限公司が杭華油墨化学有限公司
（現杭華油墨股份有限公司）の子会社となる。

滋賀県草津市に滋賀事業所を建設

本店所在地を変更
商号を株式会社T&K TOKAに変更

東日本大震災が発生

東京スカイツリーが開業阪神・淡路大震災が発生
バブル景気崩壊バブル景気

タイ王国に合弁会社
トオカ（タイランド）株式会社を設立

創業70周年

T&K TOKAのあゆみ
T&K TOKAのあゆみ
T&K TOKAのあゆみ

埼玉事業所 本部棟が建つ前

志木駅 埼玉事業所スタート
みずほ台駅は1977年に完成

旧大阪支店

滋賀事業所

総合研究棟

19501950
～1954 1973 1965年　

11月　
1958年　
5月　

1949　
12　月

年

1969年　
8月　

1975年　
1月　

1979年　
4月　

1971年　
3月　

1947 2017

～1986 1991 19951991 1993～

2001

1988年　
12月　

1989年　
1月　

埼玉事業所内に本部棟ビルを建設

1990年　
11月　 社名を「株式会社 ティーアンドケイ東華」に変更

1991年　
1月　

バングラデシュ国ダッカ市に
合弁会社 トオカインキ（バングラデシュ）株式会社を設立

1992年　
5月　

中華人民共和国広州市に合作会社 
東華油墨（広州）有限公司を設立

1995年　
11月　

2011 2012

株式を店頭市場に登録

1997年　
8月　

サウジアラビア王国ジェッダ市に 
合弁会社 ユナイテッドインキ
プロダクションを設立

2000年　
9月　

2004年　
12月　

富士化成工業株式会社を吸収合併

2011年　
2月　

東京証券取引所市場第二部に株式を上場

2012年　
3月　

東京証券取引所市場第一部銘柄指定

2013年　
3月　

2014年　
5月　

2015年　
8月　

2015年　
9月　

埼玉事業所内に総合研究棟を建設

2014年　
10月　

2016年　
1月　

2017年　
3月　

愛知県小牧市に名古屋支店を
建設し、名古屋市北区より移転

2001年
5月

大阪府東大阪市に大阪支店を建設し、
大阪市城東区より移転

2008年
10月

京都営業所を移転し、京滋支店を新設
東京東支店を千葉支店、
神戸営業所を兵庫支店へ変更

2017年
12月

名古屋市中区に名古屋営業所
（現・名古屋支店）を開設

1954年
11月

大阪市東区に大阪営業所（現・大阪支店）を開設

1959年
5月

京都市下京区に京都営業所を開設

1961年
9月

神戸市灘区に神戸営業所を開設

1964年
6月

兵庫県明石市に神戸営業所を移転

2013年
5月

福岡県糟屋郡に福岡支店を移転

2013年
8月

滋賀事業所 UVインキ工場竣工

2017年
11月

広島県広島市中広町に
広島支店を開設

1974年
12月

福岡市東区に福岡支店を開設

1976年
3月

千葉県野田市に東京東支店を開設

1990年
７月

2017年3月25日 株式会社T&K TOKAは、おかげさまで
創業70周年を迎えました。
創業以来、インキを専業に「使いやすく、いいものを提
供 し て い こ う」と い う 精 神 で 歩 み を 進 め、現 在 は

「Technology & Kindness（技術とまごころ）」として
社名に刻まれています。
これからも株主の皆様からの信頼とご支援をいただける
よう、「Ｔ&Ｋ」の精神で企業価値の向上に努め、インキ
を通して広く深く社会に貢献する会社として成長してま
いります。

Topics
Topics 1

T&K TOKA トピックス

　当社は、公益社団法人　企業情報化協会主催の平成29年度（第35回）ＩＴ賞
において、「ＩＴ奨励賞」を受賞いたしました。
　ＩＴ賞は、“ＩＴを高度に活用したビジネス革新”に顕著な努力を払い成果を
挙げたと認めうる企業、団体、機関及び個人に対して、授与される賞です。

　当社では、ＩＴを活用し、国内外を問わず、どこでも、誰でも、すぐに、一
定の品質でインキを製造できるようなシステムの構築を行い、省人化、自動化
を進めています。これまでに特殊ＵＶ工場、滋賀事業所合成樹脂工場、滋賀事業所ＵＶ工場において、この考えを取
り入れたシステム構築に取り組んでまいりました。
　その結果、特殊ＵＶ工場では、品質に関わる大事故0件を継続し、生産量増加（同人員で月産80ｔ→月産130ｔ）、
作業ミス削減による品質向上などを実現しました。
　今後は、このシステムをさらに発展・改良し、既存のＵＶ工場や海外工場へ展開していく予定です。
　インキ製造における機械系、人間系の活動を全てシステムに取り組み、標準化し、様々な生産工場に発展させてい
る取り組みと、その将来性が高く評価され、今回の受賞にいたりました。

Topics 2 平成29年度ＩＴ賞（ＩＴ奨励賞）を受賞しました

　滋賀事業所の第二期工事として、昨年８月よ
り建設を進めてまいりましたＵＶインキ工場と
事務棟が2017年11月９日竣工いたしました。
　滋賀事業所は、まず2015年８月に第一期工事と
して合成樹脂工場が竣工し、埼玉事業所より移転
いたしました。第二期工事では、埼玉事業所１拠
点で生産していたＵＶインキの生産体制を分散化、
拡充するためＵＶインキ工場を建設いたしました。
　この度のＵＶインキ工場竣工により、埼玉・滋
賀の国内２拠点での生産体制を構築することで緊
急時の製品供給への対策と主力製品であるＵＶイ
ンキの生産能力を増強していきます。
　また、事務棟の建設に併せて、京都市右京区
にありました京都営業所を移転し、12月より京
滋支店として新たにスタートいたします。
　京滋支店、大阪支店、兵庫支店（12月より神
戸営業所から名称変更）の３支店で、関西圏の
販売強化を図ります。

滋賀事業所  ＵＶインキ工場、事務棟が竣工しました



ホームページのご案内

http://www.tk-toka.co.jp/

当社ホームページは、IR情報や技術情報、会社情報等充実し
た内容となっております。

どうぞご覧ください。

会社の概要（2017年９月30日現在）

事業拠点（2017年12月1日現在）

商　号 株式会社Ｔ&Ｋ ＴＯＫＡ
T&K TOKA CO., LTD.（英文名）

創　業 1947年（昭和22年）   3月25日

設　立 1949年（昭和24年）12月23日

本社所在地 埼玉県入間郡三芳町大字竹間沢283番地1

代表者 代表取締役社長　増田 至克

資本金 20億80百万円

事業内容 各種印刷用インキ及び印刷用・塗料用・接着剤用
合成樹脂の製造・販売、印刷関連諸資機材の販売、
輸出入貿易

従業員数 760名（52名）
注； パート及び嘱託社員は()内に平均人員を外数

で記載

役員一覧（2017年９月30日現在）

株式の状況（2017年９月30日現在）

発行可能株式総数 60,000,000株
発行済株式総数 25,055,440株
株　　主　　数 4,550名

株主メモ

事 業 年 度 ４月１日から３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年決算期日の翌日から３ヵ月以内

剰余金配当基準日 ３月31日及び中間配当を行うときは９月30日

単 元 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

公 告 方 法 当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし、事故その他やむを得ない事由により
電子公告をすることができないときは、日本
経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
http://www.tk-toka.co.jp/

〒354-8577  埼玉県入間郡三芳町大字竹間沢283番地１
Tel 049-258-1611 Fax 049-259-1771

東北東華色素株式会社
株式会社北陸印刷資材センター

千葉支店

名古屋支店

大阪支店
兵庫支店
広島支店

福岡支店 本社・埼玉事業所
ミヨシ産業株式会社

滋賀事業所
京滋支店

海外拠点（子会社） P.T. Cemani Toka（Indonesia）
Toka Ink International (Hong Kong) Ltd.（Hong Kong)
Korea Special Ink Industrial Co., Ltd.（Korea）
Toka (Thailand) Co., Ltd.（Thailand)

証券会社等に口座を
お持ちの場合

証券会社等に口座をお持ちでない
場合（特別口座の場合）

郵便物送付先

お取引の
証券会社等に

なります。

〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電 話
お問い合わせ先

フリーダイヤル　0120-288-324
（土・日・祝日を除く　9：00〜17：00）

各種手続お取扱店
住所変更、株主配当金
受取り方法の変更等

みずほ証券株式会社　本店及び全
国各支店　
プラネットブース（株式会社みずほ
銀行内の店舗）でもお取扱いたします。
みずほ信託銀行株式会社　
本店及び全国各支店（※）

（※）トラストラウンジではお取扱で 
 きませんのでご了承ください。

未払配当金の
お 支 払

みずほ信託銀行株式会社（※）及び株式会社みずほ銀行の本店及び全国各支店
（みずほ証券株式会社では取次のみとなります）

（※）トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。 

ご 注 意
支払明細発行については、右の

「特別口座の場合」の郵便物送付
先・電話お問い合わせ先・各種
手続お取扱店をご利用ください。

特別口座では、単元未満株式の買取・買
増以外の株式売買はできません。証券会社
等に口座を開設し、株式の振替手続を行
っていただく必要があります。

（� ）

第76期第2四半期連結累計期間
2017年4月1日 ▶ 2017年9月30日

第75期第2四半期連結累計期間
2016年4月1日 ▶ 2016年9月30日

■ 連結財務諸表

当第２四半期連結会計期間末における総資産については、前連結会計年度末に比べて４億71百万円増加し、604億
92百万円となりました。これは前連結会計年度末に比べて有形固定資産が７億63百万円、受取手形及び売掛金が５
億15百万円増加したものの、現金及び預金が11億59百万円減少したことが主な要因であります。

負債については、前連結会計年度末に比べて４億51百万円減少し、163億42百万円となりました。これは前連結会
計年度末に比べて流動負債（その他）が４億18百万円、長期借入金が１億64百万円減少したものの、固定負債（その
他）が２億36百万円増加したことが主な要因であります。

純資産については、前連結会計年度末に比べて９億23百万円増加し、441億50百万円となりました。これは、前
連結会計年度末に比べて利益剰余金が７億38百万円、その他有価証券評価差額金が１億68百万円増加したことが主
な要因であります。

▲

 連結損益計算書の概要（単位：百万円）

4,751

1,178
1,492

1,055

23,520 売上原価
18,769

営業外収益 356
営業外費用   42

販売費及び
一般管理費
3,573

営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益

特別利益 22
特別損失 82
法人税等 351
非支配株主に帰属
する四半期純利益 25

4,613

1,203 1,372
959

23,332 売上原価
18,719

営業外収益 422
営業外費用 254販売費及び

一般管理費
3,409

営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益

特別利益 2
特別損失 174
法人税等 237
非支配株主に帰属
する四半期純利益 2

売上高 売上総利益売上高 売上総利益

▲

 連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

4,401
1,253

営業活動CF

△668

財務活動CF

△57

換算差額

3,014

投資活動CF

△1,913

3,546

期首残高

2,749

営業活動CF

△1,910

財務活動CF

△297

換算差額

2,868

投資活動CF

△1,219

期末残高期末残高期首残高 期末残高

第76期第2四半期連結累計期間
2017年4月1日 ▶ 2017年9月30日

第75期第2四半期連結累計期間
2016年4月1日 ▶ 2016年9月30日

▲

 連結貸借対照表の概要（単位：百万円）

▲

 1株当たり配当金（単位：円）

固定資産
31,868

固定資産
30,569

流動資産
29,452

純資産
43,227

流動負債
13,850 固定負債

2,943

資産合計
60,021

負債純資産合計
60,021

流動資産
28,623

純資産
44,150

流動負債
13,308 固定負債

3,033

資産合計
60,492

負債純資産合計
60,492

第76期第74期 第75期

中間
15.0

期末
10.0

25.0

中間
15.0

期末
20.0

35.0

中間
17.0

期末
（予想）
17.0

中間
34.0

期末
34.0

68.0
中間
8.5

22.0

中間
17.0

期末
27.0

44.0

期末
13.5

第76期第2四半期末
2017年9月30日現在

第75期末
2017年3月31日現在

※   CF＝キャッシュ・フロー

▲

当第２四半期　財政状態の説明

（注） 1.  当社は、2016年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行
っております。第74期中間配当金額は、当該株式分割前の実際の配
当金の額を記載しております。

 2.  第74期、第75期及び第76期の配当金額につきましては、2016年1月
の株式分割を実施しなかった場合の配当金額を併記しております。

 3.  第75期期末配当金13円50銭の内訳は、普通配当９円、記念配当４
円50銭となります。

代 表 取 締 役 社 長 増 田 至 克

常 務 取 締 役 吉 村 　 彰

常 務 取 締 役 北 條 　 実

取 締 役 栗 本 隆 一

取 締 役 中 間 和 彦

社外取締役（監査等委員） 木 田 卓 寿

社外取締役（監査等委員） 大 髙 健 司

社外取締役（監査等委員） 久 村 泰 弘

社外取締役（監査等委員） 野 口 郷 司

第 7 6 期  中 間 報 告 書
2017年4月1日 ▲  2017年9月30日

株 主 の 皆 様 へBusiness
Report

株主の皆様には、平素は当社
事業につきまして格別のご理解
とご支援を賜り厚くお礼申し上
げます。新たに株主となられた
皆様には、心よりお礼申し上げ
ますとともに、末永くご支援の
程お願い申し上げます。

さて、このほど第76期第２四
半期決算がまとまりましたので、
ここに2017年４月１日から2017
年９月30日までの事業の概況に
つきましてご報告申し上げます。

《連結業績のご報告》
当第２四半期連結累計期間の

当社グループを取り巻く経済環境は、わが国経済は政府や日
本銀行の各種政策の効果により企業収益、雇用情勢、所得
環境などの改善が続くなか、個人消費も緩やかに持ち直し、
景気も緩やかな回復基調が続きました。また、アジア地域に
つきましては、中国では各種政策の効果により景気は持ち直
しの動きがみられ、当面はこの動きが続くものと見込まれて
おります。その他アジア地域についての景気も持ち直しの動
きがみられました。

印刷インキの需要先であります印刷業界におきましては、
オンデマンド印刷、デジタル化の台頭、少子化の影響によ
り、出版など商業印刷は縮小傾向にあり、流通する印刷物は
伸び悩み、引き続き厳しい状況が続きました。また、中国に
おける印刷需要も減速傾向で推移しております。

特殊ＵＶインキの関係する液晶パネル関連市場は、パネル
メーカーは稼働を維持したものの、大型液晶パネル価格は、
需要の陰りを受け値下がりしております。

このような経営環境の中で、当社の経営理念であります 
Ｔ＆Ｋ（Technology and Kindness＝技術と真心）の精神
に則り、ユーザーニーズに耳を傾け、ユーザーの真に役立つ製

品の開発・供給に注力し、よりきめ細かいサービスに努めて
まいりました。

この結果、当第２四半期の連結累計期間の売上高は、平版
インキ及び特殊ＵＶインキの販売が減少したものの、一般ＵＶ
インキ及びその他インキの販売が増加したことにより、売上
高は235億20百万円（前年同期比0.8％増）となりました。
利益面におきましては販売費及び一般管理費の増加により営
業利益は11億78百万円（前年同期比2.1％減）となりました。
親会社株主に帰属する四半期純利益は、持分法による投資
利益２億25百万円、法人税等３億51百万円を計上したことに
より、10億55百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

今後につきましては、国内外で景気が緩やかに回復するこ
とが期待されますが、厳しい事業環境が続くことが予想され
ます。このような状況の下でも、Ｔ＆Ｋ（Technology and 
Kindness＝技術と真心）の精神を失わず、ユーザーニーズへ
の対応を強化し、当社が得意とするＵＶインキや環境対応型
インキ等付加価値インキの拡販に注力してまいります。

また、本年11月に滋賀事業所ＵＶインキ工場が竣工し、埼
玉・滋賀２拠点での生産体制を構築、強化することで企業価
値の増大を図ってまいります。

《配当金》
当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひ

とつと考え、長期的・安定的な配当を維持し、業績に応じた
利益還元をしていくことを基本方針としております。

上記基本方針及び業績の動向、配当に対する株主の皆様の
ご期待等を勘案し、中期的な連結配当性向30％以上を実施
していく予定であります。第76期の中間配当につきましては、
１株当たり17円とさせていただきました。期末配当につきまし
ても、１株当たり17円とし、年間配当としては34円とするこ
とを予定しております。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご
鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2017年12月

■ 決算ハイライト

11億78百万円
前年同期比 2.1％減

10億55百万円
前年同期比 10.0％増

235億20百万円
前年同期比 0.8％増

売上高 営業利益 親会社株主に帰属する四半期純利益
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